
〈別紙〉 

公募要領「３．応募資格(５)」に関連する法令条項（抜粋）

〇地方自治法(昭和二十二年四月十七日)(法律第六十七号) 

第百四十一条　普通地方公共団体の長は、衆議院議員又は参議院議員と兼ねることができない。 

②　普通地方公共団体の長は、地方公共団体の議会の議員並びに常勤の職員及び短時間勤務職員と

兼ねることができない。 

 

第百四十二条　普通地方公共団体の長は、当該普通地方公共団体に対し請負をする者及びその支配

人又は主として同一の行為をする法人(当該普通地方公共団体が出資している法人で政令で定め

るものを除く。)の無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役若しくはこれらに準ずべき者、

支配人及び清算人たることができない。 

 

第百六十四条　公職選挙法第十一条第一項又は第十一条の二の規定に該当する者は、副知事又は副

市町村長となることができない。 

②　副知事又は副市町村長は、公職選挙法第十一条第一項の規定に該当するに至つたときは、その

職を失う。 

 

第百六十六条　副知事及び副市町村長は、検察官、警察官若しくは収税官吏又は普通地方公共団体

における公安委員会の委員と兼ねることができない。 

②　第百四十一条、第百四十二条及び第百五十九条の規定は、副知事及び副市町村長にこれを準用

する。 

③　普通地方公共団体の長は、副知事又は副市町村長が前項において準用する第百四十二条の規定

に該当するときは、これを解職しなければならない。 

 

○公職選挙法(昭和二十五年四月十五日)(法律第百号) 

(選挙権及び被選挙権を有しない者) 

第十一条　次に掲げる者は、選挙権及び被選挙権を有しない。 

一　削除 

二　拘禁刑以上の刑に処せられその執行を終わるまでの者 

三　拘禁刑以上の刑に処せられその執行を受けることがなくなるまでの者(刑の執行猶予中の者

を除く。) 

四　公職にある間に犯した刑法(明治四十年法律第四十五号)第百九十七条から第百九十七条の

四までの罪又は公職にある者等のあっせん行為による利得等の処罰に関する法律(平成十二年

法律第百三十号)第一条の罪により刑に処せられ、その執行を終わり若しくはその執行の免除

を受けた者でその執行を終わり若しくはその執行の免除を受けた日から五年を経過しないも

の又はその刑の執行猶予中の者 

五　法律で定めるところにより行われる選挙、投票及び国民審査に関する犯罪により拘禁刑に処

せられその刑の執行猶予中の者 

 

(被選挙権を有しない者) 

第十一条の二　公職にある間に犯した前条第一項第四号に規定する罪により刑に処せられ、その執

行を終わり又はその執行の免除を受けた者でその執行を終わり又はその執行の免除を受けた日

から五年を経過したものは、当該五年を経過した日から五年間、被選挙権を有しない。


